
第13 独立行政法人中小企業基盤整備機構

本院の指摘に基づき当局において改善の処置を講じた事項

（ 1） 独立行政法人中小企業基盤整備機構が被災中小企業施設・設備整備支援事業を実施す
るために熊本県に貸し付けた貸付金について、同県に対して、被害を受けた中小企業
者等への貸付金の交付見込みを踏まえた規模の見直しを求めることにより、使用見込
みのない額を返還させるよう改善させたもの

科 目 （一般勘定）事業貸付金
部 局 等 独立行政法人中小企業基盤整備機構本部
熊本地震に係る
被災中小企業施
設・設備整備支
援事業の概要

平成 28年熊本地震により被害を受けた中小企業者等に対して施設又
は設備の整備に必要な資金を貸し付けるもの

独立行政法人中
小企業基盤整備
機構が実施する
貸付事業の概要

熊本地震に係る被災中小企業施設・設備整備支援事業を行う公益財団
法人くまもと産業支援財団に必要な資金を無利子で貸し付ける熊本県
に対して、その貸付けに係る資金の一部を無利子で貸し付けるもの

上記に係る独立
行政法人中小企
業基盤整備機構
から熊本県に対
する貸付金のう
ち貸付事業分の
総額

141億 2730万円（平成 28、29、令和元各年度）

上記の貸付けを
受けた熊本県か
ら公益財団法人
くまもと産業支
援財団に対する
貸付金のうち貸
付事業分の総額

142億 7000万円

上記のうち使用
見込みがなく公
益財団法人くま
もと産業支援財
団に滞留してい
た資金の額

9億 2242万余円（令和 4年 4月末時点）

上記に係る独立
行政法人中小企
業基盤整備機構
から熊本県に対
する貸付金見合
いの額

9億 1320万円

1 被災中小企業支援事業に係る貸付け等の概要等
⑴ 被災中小企業支援事業に係る貸付け等の概要
熊本地震に係る被災中小企業施設・設備整備支援事業（以下「被災中小企業支援事業」と
いう。）は、平成 28年熊本地震

（注 1）
により被害を受けた中小企業者等（以下「被災中小企業者等」

という。）に対して、施設又は設備の整備に必要な資金を貸し付ける事業である。そして、
独立行政法人中小企業基盤整備機構（以下「機構」という。）は、機構が定めた「熊本地震に係
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る被災中小企業施設・設備整備支援事業に係る熊本県に対する資金の貸付けに関する準
則」（平成 28年規程 28第 21号。以下「準則」という。）等に基づき、被災中小企業支援事業を
行う公益財団法人くまもと産業支援財団（以下「財団」という。）に被災中小企業支援事業の
実施に必要な資金を無利子で貸し付ける熊本県に対して、その貸付けに係る資金の一部を
無利子で貸し付けている。
（注 1） 平成 28年熊本地震 平成 28年 4月 14日以降に発生した熊本県を中心とする一連の

地震活動

準則によれば、被災中小企業支援事業は、機構が熊本県に貸し付ける資金（以下「機構貸
付金」という。）を財源として同県が財団に貸し付ける資金（以下「県貸付金」という。）により
実施することとされている。そして、両貸付金の用途は、それぞれ、財団が被災中小企業
者等に対して資金の貸付けを行う事業（以下「貸付事業」という。）と、財団が貸付事業を実
施するために必要な貸付決定、債権管理等の事務を行う事業（以下「管理事業」という。）と
に区分されている。
機構は、図 1のとおり、熊本県に対して平成 28年 9月、29年 9月及び令和元年 12月
の 3回にわたり合計 385億 4070万円（貸付事業分計 141億 2730万円、管理事業分計 244

億 1340万円）の機構貸付金を交付している。同県は、これに同県が負担する資金（県貸付
金の 100分の 1に相当する額）として合計 3億 8930万円（貸付事業分計 1億 4270万円、管
理事業分計 2億 4660万円）を加えて、合計 389億 3000万円（貸付事業分計 142億 7000万
円、管理事業分計 246億 6000万円）を県貸付金として財団に交付している。県貸付金の交
付を受けた財団は、準則等により、貸付事業に係る県貸付金 142億 7000万円を原資とし
て貸付事業を実施するほか、管理事業に係る県貸付金 246億 6000万円を用いて事務費充
当基金を造成し、その運用益等を原資として管理事業を実施している

（注 2）
（以下、貸付事業の

原資を「貸付原資」といい、貸付事業における被災中小企業者等に対する貸付金を「財団貸
付金」という。）。
（注 2） 令和 4年度末時点において、事務費充当基金の運用益等の累計額は計 6億 7041万余

円、管理事業費の累計額は計 6億 4434万余円（うち人件費等の経費 1億 9107万余円、貸

倒引当金 4億 5327万余円）となっていて、2606万余円の差額が生じているが、同時点にお

ける貸付残高 120億 9073万余円に対する貸倒引当金の必要見込額 14億 1461万余円（準則

の規定に基づき事務費充当基金の必要額を検討する際に熊本県が用いる貸倒引当実績率

11.7％により算出）には達していない。

図 1 被災中小企業支援事業に係る貸付けの概念図
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●管理事業
　事務費充当基金
　246　億　6000　万円
　 (機構貸付金見合いの額
　  244　億　1340　万円)

財団
貸付金

財団
機構貸付金　385　億　4070　万円
貸付事業分　　  141　億　2730　万円
管理事業分　　  244　億　1340　万円

③令和元年　12　月　67　億　9140　万円
貸付事業分　　　    20　億　8890　万円
管理事業分　　　    47　億　0250　万円

●貸付事業
　貸付原資
　142　億　7000　万円
　 (機構貸付金見合いの額
　  141　億　2730　万円)

②　29　年　9　月　　　96　億　7230　万円
貸付事業分　　　    62　億　9640　万円
管理事業分　　　    33　億　7590　万円

①平成　28　年　9　月 220　億　7700　万円
貸付事業分　　　    57　億　4200　万円
管理事業分　　  163　億　3500　万円

県貸付金　389　億　3000　万円
貸付事業分　142　億　7000　万円
管理事業分　246　億　6000　万円

③元年　12　月　68　億　6000　万円
貸付事業分　21　億　1000　万円
管理事業分　47　億　5000　万円

②　29　年　9　月　97　億　7000　万円
貸付事業分　63　億　6000　万円
管理事業分　34　億　1000　万円

①　28　年　9　月  223　億円
貸付事業分　　58　億円
管理事業分　165　億円
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⑵ 被災中小企業支援事業の実施手続

被災中小企業支援事業における財団貸付金の貸付対象者は、経済産業省から中小企業組

合等共同施設等災害復旧費補助金の交付を受けた熊本県から熊本県中小企業等グループ施

設等復旧整備補助金（以下「グループ補助金」という。）等の交付決定を受けた被災中小企業

者等とされている。また、貸付対象となる経費は、グループ補助金等の交付決定の対象と

なる施設及び設備の復旧・整備等に要する経費とされている。そして、財団貸付金は、上

記経費のうち被災中小企業者等の自己負担額の一部を財団が無利子で貸し付けるもので、

貸付期間は 20年以内とされている。財団は、熊本県が 2年 10月にグループ補助金等の最

終の交付決定を行ったことを受けて、財団貸付金の借入申込みの受付期間（以下「借入申込

期間」という。）を 3年 3月末までとしている。

財団貸付金の貸付けに当たっては、財団が被災中小企業者等から提出を受けた借入申込

書の内容等を審査し、機構及び熊本県から承認を受けた上で貸付決定することとなってい

る。貸付決定を受けた被災中小企業者等は、貸付対象の施設等の整備及び経費の支払を完

了したときには速やかに財団に報告し、報告を受けた財団は、報告内容が貸付決定の内容

等に適合すると認めたときは、交付すべき財団貸付金の額を確定の上、交付することと

なっている。熊本県は、財団貸付金が交付された場合には、財団から報告を受けて、その

旨を貸付実行通知書により機構に通知することとなっている。財団貸付金の額は、貸付決

定の額（以下「貸付決定額」という。）の範囲内となっており、貸付決定額を増額する場合に

は、借入変更の申込みが必要となっている。

被災中小企業者等に対する財団貸付金の交付期間（以下「貸付実施期間」という。）につい

ては、準則によれば、熊本県が機構貸付金の交付を受けた日の 2年後の日の属する事業年

度末までとされているが、同県からの申請に基づき、 1事業年度ごとに貸付実施期間の延

長を認めることができることとされている。そして、図 2のとおり、元年 12月交付分の

機構貸付金に係る貸付実施期間は、 2回延長されて 6年 3月末までとなっている。

図 2 貸付実施期間の状況

30　年度平成　28　年度 29　年度 令和元年度 2　年度 3　年度 4　年度 5　年度 6　年度

平成　28　年　9　月交付分 延長①

29　年　9　月交付分 延長① 延長②

令和元年　12　月交付分 延長① 延長②

H　31.3.31 R　2.3.31

R　4.3.31R　3.3.31

R　5.3.31 R　6.3.31

そして、準則等によれば、財団は、貸付実施期間の終了後、財団貸付金として交付しな

かった貸付原資の額（以下「未使用額」という。）を貸付実施期間終了後 1年以内に熊本県に

返還することとされており、同県は、財団から返還を受けた未使用額から同県の負担分を

除いた額を機構に返還することとされている。
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2 検査の結果
（検査の観点、着眼点、対象及び方法）

本院は、効率性、有効性等の観点から、貸付金の規模は財団貸付金の交付見込みなどを踏
まえた適切なものとなっているかなどに着眼して、貸付事業に係る機構貸付金 141億 2730

万円を対象として、機構本部において、県貸付金の貸付決定の状況、貸付事業の貸付実績等
について、事業実績報告書等の関係書類を確認するなどして会計実地検査を行った。
（検査の結果）

前記のとおり、財団は、財団貸付金の借入申込期間を 3年 3月末までとしており、最終の
貸付決定は同年 4月となっていて、同月までに 252件を貸付決定していた。熊本県は、 4年
2月に、このうち 2件について、同年 3月末時点で未交付となる見込みであるとして、元年
12月交付分の機構貸付金に係る貸付実施期間を 5年 3月末まで延長する申請書を機構に提
出し、機構は 4年 3月にこれを承認していた。そして、財団は、 4年 3月末までに、上記 2

件を除く 250件について、計 131億 1221万余円の財団貸付金を被災中小企業者等に交付し
ていた。
その後、財団は、 4年 4月に、未交付となっていた上記 2件のうち 1件について財団貸付

金 1億 4216万余円を交付し、財団からその報告を受けた熊本県は、同年 6月に貸付実行通
知書により機構にその旨を通知していた。一方、同年 4月末時点で未交付となっていた残り
の 1件（貸付決定額 9319万余円）については、当該被災中小企業者が貸付対象としている施
設等が、熊本県が実施する土地区画整理事業（ 6年度内に整備完了予定）の区域内にあり、同
事業の完了後に、当該被災中小企業者が貸付対象の施設等の整備等を行うことになるため、
当該被災中小企業者への財団貸付金の交付は早くても 6年度以降になると見込まれていた。
そして、機構は、これらにより、貸付事業に係る県貸付金 142億 7000万円のうち、財団
貸付金として交付済みの 132億 5437万余円を除いた 10億 1562万余円が 4年 4月末時点に
おける未使用額であり、未交付となっていた 6年度以降に交付予定の 1件を除き財団貸付金
の交付が完了し多額の未使用額が生じていることを 4年 6月に把握していた。
しかし、機構は、財団貸付金の交付見込みを踏まえた県貸付金の規模の見直しを行うよう
熊本県に求めていなかった。
このため、熊本県において、県貸付金の規模の見直しが行われておらず、県貸付金のうち
未使用額 10億 1562万余円から、 6年度以降に交付予定の 1件の貸付けについて必要と見込
まれる 9319万余円を控除した 9億 2242万余円（機構貸付金見合いの額 9億 1320万余円）
は、財団において使用見込みのない資金となっていた。
このように、貸付事業の資金が使用見込みのないまま財団に滞留している事態は適切では
なく、改善の必要があると認められた。
（発生原因）

このような事態が生じていたのは、機構において、多額の未使用額が生じていることを把
握していたにもかかわらず、熊本県に対して、県貸付金の規模の見直しを行い、使用見込み
のない機構貸付金を返還するよう求めることについての検討が十分でなかったことなどによ
ると認められた。
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3 当局が講じた改善の処置

上記についての本院の指摘に基づき、機構は、熊本県に対して、財団貸付金の交付見込み

を踏まえて県貸付金の規模の見直しを行い、使用見込みのない機構貸付金について返還する

よう求め、同県は、機構と協議を行い、 6年度以降に交付予定の 1件の貸付けに必要な資金

の上限額を貸付決定額と同額と決定し、 5年 4月に財団から県貸付金 9億 2242万余円の返

還を受けた。そして、機構は、同年 5月に、熊本県から機構貸付金 9億 1320万余円を返還

させる処置を講じた。
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